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概要 

【目的】 

慢性腎臓病（CKD）は「蛋白尿など腎障害の所見または腎機能低下（糸球体濾

過量 GFR＜60 ml/min/1.73 ㎡）の状態が 3ヶ月以上続いた状態」と定義される。

進行すると末期腎不全による人工透析や、心血管疾患・脳血管疾患による死亡

リスクを高める為、東京支部では生活習慣病予防健診の結果を活用した CKD 重

症化予防の為の早期受診勧奨事業を 2012 年度より行っている。 

2014 年度の CKD 受診勧奨では、対象者をレセプト情報から未治療者に絞り込

むと同時に軽症者に拡大し、腎機能の推移をグラフに可視化した受診勧奨文書

を送付した。東京都医師会の協力の下、勧奨対象者の受診先の医師にアンケー

ト調査（受診動向・診療科・この事業に対する意見について）を行い、その勧

奨効果を測定したので、アンケート結果と併せて報告する。 

【方法】 

 2012～2013 年度の 2 年連続して CKD 重症度分類で「黄色以上」かつ直近 1 年

間の未治療者（レセプトから推定）に対し、文書による受診勧奨を行い、同封

の医師アンケート（初診か否か、今後の治療方針、診療科目など）の回答率で

受診状況を測定した。その際、eGFR 区分が G3a 以上（eGFR＜60）の者に対して

は、対象者自身の eGFR（直近 5年分）を同年齢と比較できるグラフを掲載した。

この eGFR グラフ有り群と無し群の 2群間で、医師アンケート回答率の差を有意

水準 p＜0.05 としてχ2検定した。 

【結果】 

 医師アンケート回答率は、全体では 14％、eGFR グラフ有り群では 16.6％、グ

ラフ無し群では 5.2％であり、グラフ有り群の方が有意に高かった（p＜0.001）。

また、回答者の 62％が初診、68％は非腎臓専門医を受診し、今後の治療方針

は 65％が治療継続または経過観察であった。 

【考察】 

 腎機能の可視化は受診勧奨に有効と考えられた。また、CKD 診療に非腎臓専門

医が重要な役割を担っていることが明らかとなった。医療連携に期待したい。 
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【背景と目的】 

 全国健康保険協会（協会けんぽ）東京支部の生活習慣病予防健診の結果を活

用した 2012 年度の慢性腎臓病（CKD）受診勧奨事業では、受診者アンケート調

査に対して、未治療者の約 30％が「受診勧奨により治療を開始した」と回答し

た（第 1報：第 56 回 日本腎臓学会 2013 年）。 

 上記の「受診勧奨により治療を開始した」と回答した群は、翌年度の健診結

果で、尿蛋白・血圧・空腹時血糖・LDL・BMI が「未受診」群より有意に低下し、

中長期的に CKD 進行抑制が期待される結果を得た（第 2 報：第 57 回 日本腎臓

学会 2014 年）。 

（上記の第 1・2報の内容は、まとめて平成 26 年度 調査研究報告書に掲載。） 

 

 2014 年度の CKD 受診勧奨では、対象者をレセプト情報から未治療者に絞り込

むと同時に軽症者に拡大し、腎機能の推移をグラフに可視化した受診勧奨文書

を送付した。東京都医師会の協力の下、勧奨対象者の受診先の医師にアンケー

ト調査（受診動向・診療科・この事業に対する意見について）を行い、その勧

奨効果を測定したので、アンケート結果と併せて報告する。 
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【方法】 

 2014 年度の CKD 受診勧奨では、下記①②ともに該当した者に対して、受診勧

奨文書を送付した。 

 

① 2012～2013 年度の 2年連続して CKD 重症度分類で「黄色以上」。（図 1）  

   但し、黄色の場合は、前年からの eGFR 低下幅が 1未満の者を除く。 

② 直近 1年間の未治療者（下記疾病のレセプトが無いこと）。 

  対象疾病：高血圧・糖尿病・脂質異常症・肥満症・腎臓病（主疾病で判定）

 

（図 1） 
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 受診勧奨対象者の内、eGFR 区分が G3a 以上（eGFR＜60）の者に対しては、対

象者自身の eGFR（直近 5 年分）を同年齢と比較できるグラフを掲載した。同グ

ラフには、協会けんぽ東京支部の 2012 年度健診データ 76 万人分から算出した

年齢別の eGFR の中央値、5％tile、95％tile を記載し、そのグラフ上に対象者

自身の直近 5年分の eGFR をプロットした。（図 2） 

 この eGFR グラフ有り群と無し群の 2群間で、医師アンケート回答率（後述）

を用いて、受診率の差を有意水準 p＜0.05 としてχ2検定した。 

 

（図 2） 
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 受診勧奨文書には、東京都内医療機関を受診する東京都内在住者を対象に、

受診先の医師に回答頂くアンケート調査票を同封した。（図 3） 

受診時に患者から医師に渡して頂き、後日、受診先の医師から返信頂いた。 

 アンケートでは、(1)今回が初診か、(2)今後の治療方針、(3)診療科目、(4)

このような 2次検査への取組意向、の計 4項目について尋ねた。 

 

（図 3） 
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【結果】 

 2012～2013 年度の 2 年連続して生活習慣病予防健診を受診した協会けんぽ東

京支部加入者 586,766 名の内、2014 年度の受診勧奨対象者は 5,210 名であった。

アンケート調査対象である東京都内在住者 2,468 名の内、東京都内の医療機

関を受診して回答があったのは 345 名（回答率 14％）であった。（図 4） 

 

（図 4） 
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 アンケート回答率は、CKD 重症度分類別では G3aA1 が 18.5％（1,579 名中 292

名）で最も高かった。 

 eGFR グラフ有無では、グラフ有り群では 16.6％（1,905 名中 316 名）、グラフ

無し群では 5.2％（563 名中 29 名）であり、グラフ有り群の方が有意に高かっ

た（p＜0.001）。（図 5） 

 

（図 5） 
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 回答者 345 名中、腎臓専門医を受診したのは 111 名（回答者全体の 32％）で、

非腎臓専門医（かかりつけ医）を受診したのは 234 名（同 68％）であった。 

かかりつけ医を受診した 234 名中 154 名（同 45％）は「自院で治療継続また

は経過観察」となり、234 名中 21 名（同 6％）は「腎臓専門医へ紹介」、234 名

中 59 名（同 17％）は「再診の必要なし」となった。 

一方、腎臓専門医を受診した 111 名中 70 名（同 20％）は「自院で治療継続ま

たは経過観察」となり、111 名中 38 名（同 11％）は「再診の必要なし」となっ

た。（図 6） 

 

（図 6） 
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 各設問の回答割合は、患者の 62％が「初診」であり、診療科は 54％が「一般

内科」、その他の診療科を含めると 6割以上が非腎臓専門医であった。 

 今後の治療方針は 53％が「自院で治療継続」、経過観察などを含めると、6割

以上がフォロー継続となった。 

 このような CKD 受診勧奨事業に対しては、59％が今後も積極的に取り組みた

いとの意向を示した。（図 7） 

 

（図 7） 
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 腎臓専門医か非腎臓専門医かで分けると、「初診」の患者の割合は腎臓専門医

の方が大きかった一方、「初診」の患者の「今後の治療方針」に極端な差は無か

った。（図 8） 

 

（図 8） 
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また、今回の医師アンケートに寄せられた自由意見の内、主なものは図 9 の

通りであった。 

 

（図 9） 

 
 

【考察】 

 受診勧奨文書に eGFR の推移のグラフを掲載しなかった（eGFR≧60）群よりも、

グラフを掲載した（eGFR＜60）群の方が、アンケート回答率は有意に高かった

ことから、腎機能の可視化は受診勧奨に有効と考えられる。 

 アンケート回答の 62％が「初診」であったことから、レセプト情報に基づく

未治療者の推定は、ある程度、有効と考えられる。 

 アンケート回答の 68％が「非腎臓専門医」であり、回答全体の 45％が非腎臓

専門医で治療継続と回答していることから、CKD の診療に非腎臓専門医が重要な

役割を担っていることが明らかとなった。 

 非腎臓専門医から腎臓専門医への紹介が約 6％に留まっている原因は、患者の

病態が安定していることによるものか、医療連携が不十分なことによるものか、

検討が必要である。 

 

 今後の課題として、医師アンケートの回答率には偏りがある可能性を考慮し、

別途レセプトから推計した受診率との比較が必要である。 
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 人口の高齢化に伴い増加する CKD 患者を、腎臓専門医だけで全て診ることは

不可能である。今回の調査では、2/3 が非腎臓専門医を受診しており、腎臓専門

医との連携が更に進むことを期待したい。 

 協会けんぽ東京支部は、医療保険者として、今後もより効果的な CKD 進行予

防策を模索したい。 
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